
第１章 業務継続方針の基本的な考え方 
○ 通常の体制では、業務継続が難しくなるような大規模な危機が発生した場合に適用する。 

【基本的な考え方】 

ア 「新潟県地域防災計画」等の計画に定められた「応急業務」に万全を尽くす。 

イ 県民の生命・身体の安全、重要財産の保全等、休止できない「優先通常業務」を継続する。 

ウ ア及びイに必要な資源を優先的に確保し、それ以外の業務は休止・縮小する。 

  その後ア及びイの継続に影響を与えない範囲で、順次再開する。 
 

【業務継続体制の整備による効果のイメージ】 

 

新潟県業務継続方針 骨子 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章 業務執行体制の確保 
○ 非常時優先業務の継続に必要な業務執行体制を確保する。 

・職員の参集体制  ・人員計画  ・庁外からの応援体制  

・指揮命令系統  ・業務引継  ・委託業者の業務継続体制 

・安否確認   ・庁内の応援体制 ・その他 

第２章 非常時優先業務 
○ 大規模災害発生時にも優先して実施すべき業務を「非常時優先業務」という。 

 （非常時優先業務の対象） 

  ・応急業務：災害応急対策業務や早期実施の優先度が高い災害復旧・復興業務等 

  ・優先通常業務：業務継続の優先度の高い通常業務 

○ 非常時優先業務の基準は、「災害発生後１か月以内に業務を実施できなかった場合に社会的 

影響が発生する業務」とする 

○ 非常時優先業務について、「開始目標時間」を設定する。 

第４章 執務環境の確保 
○ 非常時優先業務の継続に必要な執務環境を確保する。 

・庁舎      ・情報システム     ・エレベーター、空調設備 

・執務スペース     ・電源        ・職員の非常食等 

・通信（電話、メール）  ・上下水道     ・庁舎の代替施設 
 

第５章 今後の取組 
○ 業務継続力の向上 

○ 速やかな業務継続体制への移行を可能にするための教育・訓練の実施 

○ 訓練等を踏まえた業務継続方針等の継続的改善 

 

①発災直後の業務レベルを向上 

②業務の立ち上げ時間を短縮 

③非被災地からの応援や外部機関等を 

活用（100％を超える業務レベルとな

る場合もある。） 

 


